
第1章

介護保険制度の理念・現状
及びケアマネジメント

1

介護支援専門員実務研修
1日目

星の家居宅介護支援事業所
柴 田 倫 宏
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ケアマネ試験の推移 【岡山県】
合格者総数 １４，７４１人



目的

介護保険制度の理念等を理解するとともに、地域包括
ケアシステムの構築に向けた取組の現状を理解する。

また、介護保険制度における利用者の尊厳の保持及び

自立支援に資するケアマネジメントの役割を理解し、地域
包括ケアシステムにおける介護支援専門員の役割を認
識する。
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本科目の目的 Ｐ１



修得目標

①介護保険制度の創設の背景や基本理念について説明できる。

②ケアマネジメントの導入の意義と介護支援専門員の役割につい
て説明できる。

③地域包括ケアシステムが求められる背景や基本理念について説
明できる。

④自らの地域の地域包括ケアシステムの現状を把握することの重
要性を述べることができる。

⑤介護サービスの利用手続き（要介護認定等に関する基本的な視
点と概要）を述べることができる。

⑥居宅サービス計画等の作成方法を述べることができる。

⑦保険給付及び給付管理等の仕組みを述べることができる。

⑧継続学習の必要性と、具体的な学習方法を述べることができる。
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本科目の修得目標 Ｐ３



平成18年度～
20年度

平成21年度～
23年度

平成24年度～
26年度 平成27年度～

試験・研修
制度等

保険者機能の
強化

その他の
取組

試験受験要件を原則として国家資格保有者に見直し (27年度～)

介護支援専門員更新制の導入(18年度～)

主任介護支援専門員研修の創設(18年度～)

主任介護支援専門員更新制の導入
主任介護支援専門員更新研修の創設(28年度～)

各研修カリキュラム及び時間数の充実 (28年度～)

自己研鑽の努力義務を法制度化 (平成27年度～)

個別サービス計画を求めることを運営基準に明記 (平成27年度～)

介護支援専門員の義務（名義貸しの禁止、信用失墜行為の禁止等）及び介護支援専門員に対する指導監査権限の法制度化、二重指定制の導入(平成18年度～)

地域ケア会議の法制度化(平成27年度～)

居宅介護支援事業所の指定権限
の見直し（都道府県から市町村へ
の移譲）(平成30年度施行)

介護給付適正化対策の実施(平成15年度～)、ケアプラン点検を主要介護給付等費用適正化事業の一つに位置づけて実施 (平成20年度～)

地域包括支援センターの創設（包括的・継続的マネジメントの強化） (平成18年度～)

ケアプラン点検支援マニュアルの作成・活用(平成20年度～)

課題整理総括表・評価表の作成・活用(平成26年度～)

研修講師向けガイドラインの作成・活用 (平成26年度～)

主任介護支援専門員による同行研修等の地域医療介護総合確保
基金による各種事業のメニュー化 (平成27年度～)

ケアマネジメント適正化推進事業の実施 (平成28年度～)

介護支援専門員制度に関する主な取組（平成１８年度以降）



介護支援専門員（ケアマネジャー）の資質向上と今後のあり方

に関する検討会における議論の中間的な整理【概要版】

【見直しの視点】

①介護支援専門員自身の資質の向上に係る見直しの視点
②自立支援に資するケアマネジメントに向けた環境整備に係る見直
しの視点

【具体的な改善策】

①ケアマネジメントの質の向上に向けた取組
・自立支援に資するケアマネジメントに向け、適切な課題抽出や評価
のための新たな様式の活用を推進

・多職種協働によるサービス担当者会議の重要性の共有と環境づくり

②介護支援専門員実務研修受講試験の見直し
・試験の受験要件を法定資格保有者等に限定する見直しを検討

③介護支援専門員に係る研修制度の見直し
・演習に重点を置いた研修制度への見直しや研修修了時の修了評価の実
施について検討

・実務研修の充実や基礎研修の必修化について検討
・更新研修の実施方法や研修カリキュラムについて見直しを検討
・研修指導者のためのガイドライン策定を推進
・都道府県の圏域を超えた研修等の実施を検討

⑤ケアマネジメントの質の評価に向けた取組
・ケアマネジメントプロセスの評価やアウトカム指標について調査研
究を推進

・ケアマネジメントの向上に向けた事例収集及び情報発信

①地域ケア会議の機能強化(多職種協働による個別ケースの支
援内容の検討を通じ、自立支援に資するケアマネジメント支
援、ネットワーク構築、地域課題の把握、資源開発等を推進)
・制度的な位置付けの強化
・モデル事例の収集など地域ケア会議の普及・促進のための基盤整備
・コーディネーター養成のための研修の取組

②居宅介護支援事業者の指定等のあり方
・居宅介護支援事業者の指定権限の委譲を検討

③介護予防支援のあり方
・地域包括支援センターへの介護予防支援を行う介護支援専門員の配
置を推進

・要支援者の状況に応じた支援のあり方について検討

④ケアマネジメントの評価の見直し
・インフォーマルサービスに係るケアマネジメント評価の検討
・簡素なケースについて、ケアマネジメントの効率化を検討④主任介護支援専門員についての見直し

・研修修了時の修了評価や更新制の導入について検討
・主任介護支援専門員による初任段階の介護支援専門員に対する現場で
の実務研修の導入について検討

・地域の介護支援専門員のネットワーク構築の推進
・医療に関する研修カリキュラムの充実
・在宅医療・介護の連携を担う機能の整備の推進
・主治医意見書の活用を促進する取組の推進

・相談員に対して介護支援専門員等の資格取得を推進

今後、制度的な見直しに係るものについては介護保険部会、報酬改定に係るものについては介護給付費分科会で議論を進める

（１）ケアマネジメントの質の向上 （２）保険者機能の強化等

（３）医療との連携の促進

（４）介護保険施設の介護支援専門員

【検討の背景】

○地域包括ケアシステムの構築
⇒多職種協働、医療との連携の推進等

○自立支援に資するケアマネジメントの推進



ケアマネジャーの資質の向上の取組

地域包括ケアシステムの構築（多職種協働、医療との連携の推進等）に向け、高齢者の自立支援
に資するケアマネジメントの推進する観点から、研修体系を見直すなどケアマネジャーの資質の向上
に向けた施策を推進。

①自己研鑽の努力義務の規定を新設 （平成２６年６月法改正 平成２７年４月施行）

・介護保険法第69条の34において新たに規定
「介護支援専門員は、要介護者等が自立した日常生活を営むのに必要な援助に関する専門的知識及び技術の水準を向上させ、その他その
資質の向上を図るよう努めなければならない。」

②地域ケア会議の機能強化 （平成２６年６月法改正 平成２７年４月施行）
・多職種協働による個別ケースの支援内容の検討を通じた、自立支援に資するケアマネジメントへの支援

③介護支援専門員研修等の見直し （平成２６年６月告示改正 平成２８年度施行）
・介護支援専門員の資質の向上を図るため、座学中心から講義演習一体型中心のカリキュラムへ内容を改正
・選択制となっている「認知症」「リハビリテーション」「看護」「福祉用具」といった科目の必修化
・主任介護支援専門員については、更新制を導入 （平成２７年２月告示改正）
・都道府県が実施する研修内容の質の確保と平準化を図るため、講師向けのガイドラインを作成
・実務研修受講試験の受験要件を法定資格保有者及び相談業務従事者に限定 （平成２７年２月省令改正）

④ケアマネジメントの質の向上 （平成２６年６月事務連絡）
・利用者の状態等を把握し、情報の整理・分析等を通じて課題を導き出した課程について、適切な情報共有に資することを目的とした
「課題整理総括表」の策定
・短期目標の終了時期に、目標の達成度合いと背景を分析・共有し、再アセスメントをより効果的にすることを目的とした「評価表」の策定

⑤ケアプラン点検の充実・強化 （平成２７年度から適用）
・平成27年度からの地域医療介護総合確保基金において、主任介護支援専門員がケアプラン点検に同行し指導する事業のメニュー化

主な取組例



実務研修

（８７時間）

専門研修課程
Ⅰ

（５６時間）

専門研修課程
Ⅱ

（３２時間）

主任介護支援
専門員研修

（７０時間）

創設

実務研修

（４４時間）

実務従事者
基礎研修

（３３時間）

専門研修課程
Ⅰ

（３３時間）

専門研修課程
Ⅱ

（２０時間）

主任介護支援
専門員研修

（６４時間）

実務従事者が対象

介護支援専門員（ケアマネジャー）の研修制度の見直し

介

護

支

援

専

門

員

実

務

研

修

受

講

試

験

更 新 研 修

主任介護支援
専門員更新
研修

（４６時間）

合
格

合
格

○ 地域包括ケアシステムの中で、医療職をはじめとする多職種と連携・協働しながら、利用者の尊厳を旨とした自立支援に資するケアマ
ネジメントを実践できる専門職を養成するため、介護支援専門員に係る研修制度を見直す。

○ 入口の研修である介護支援専門員実務研修を充実するため、任意の研修となっている介護支援専門員実務従事者基礎研修を介護支援専
門員実務研修に統合。

○ 主任介護支援専門員に更新制を導入し、更新時の研修として更新研修を創設。
○ 専門職として修得すべき知識、技術を確認するため、各研修修了時に修了評価を実施。

実務従事者が対象

研修制度の見直し（平成２８年度の研修※から）

統合

任意研修

更 新 研 修

※ 実務研修等は平成28年度の介護支援専門員実務研修受講試験の合格発表の日から、専門研修等は平成28年４月１日から施行。

※平成２６年６月２日告示公布（主任更新については平成２７年２月１２日公布）



介護支援専門員のアウトカム

①介護保険制度の知識

社会の変動・将来予測/介護の社会化
高齢者・障がい者の生活ニーズ・支援

②コミュニケーション力

相談面接力/伝える力/プレゼンテー
ション/相手から学ぶ力

③ケアマネジメント実践力

アセスメント能力/プランニング能力/コー
ディネート能力/モニタリング能力

④多職種協働チーム活用力

医療・看護の知識/保健予防の知識/
リハビリテーションの知識/

医療・介護サービスとの連携と活用
⑤省察的思考力

経験の意味づけ/失敗に学ぶ
/自己理解/視野の拡大

⑥生涯学習・教育力

学習課題の発見/基本の反復
/スーパービジョン

⑦プロ意識と倫理

自立支援/職業倫理/使命感
/信念形成/タフネス向上

⑧地域アプローチ

コミュニティソーシャルワーク/
地域把握力/ネットワーク形成力/

保険者への政策提言

厚労省研修ガイドラインより

下巻Ｐ４２２



第1節 介護保険制度の創設の背景や基本理念

10

制度の運
営責任者

保険者
市町村
（広域連合の形態もある）

制度の加
入者

被保険者
・65歳以上（第1号被保険者）
・40歳～64歳（第2号被保険者）

保険事故
・要介護状態
・要支援状態

保険者（市町村）が認定
（第2号被保険者は、その原因が加齢に伴う
特定疾病の場合に限定）

保険給付

・介護給付

・予防給付

・要介護者に対する介護サービス＆
介護支援専門員によるケアマネジメント
・要支援者に対する介護予防サービス
＆介護予防ケアマネジメント

財源
・介護保険料
・公費

・第1号・第2号被保険者（50%)
・国・都道府県・市町村(50%)

１ 介護保険制度の枠組

Ｐ４



第1節 介護保険制度の創設の背景や基本理念

11

行政主体による措置 利用者主体による契約

２ 制度創設の背景

３ 制度の３つの基本理念

利用者本位

利用者の選択の尊重

自立支援

相談援助の専門職として、
利用者が主体的に自己決定
ができるように、必要な情報
を提供する。利用者の選択
を尊重しつつ、利用者のQOL
向上を支援する。

介護支援専門員の役割

Ｐ５～８
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①利用者の望む暮らしについて、自己決定ができるよ
うに支援を行うこと。

②利用者がサービス提供者などに対して適切な発言が
できない場合は、利用者の代弁をして、サービス利用
の権利の擁護を行うこと。

③利用者の意欲を引き出すとともに、潜在能力、利用
者の強み、できそうなことをなどを見出し、それを最大
限発揮できるような支援を行うこと。

④利用者の要介護状態等の軽減または悪化の防止に
役立つような支援を行うこと。

■自立支援の四つのポイント

第1節 介護保険制度の創設の背景や基本理念 Ｐ８
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（１）制度の全体像

〇テキスト９頁の図の中で、介護支援専門員は、どの枠組み
の中に位置しているか確認してみましょう。

（２）介護保険サービスの種類

（３）介護予防・日常生活支援総合事業の構成例
〇テキスト11頁の図は国が典型例を示したものであり、実際

は地域の実情に応じて実施されるので、市町村によって具
体的な取組み状況は異なります。

４ 介護保険制度の全体像

第1節 介護保険制度の創設の背景や基本理念 Ｐ８～１１
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都道府県が指定・監督 市町村が指定・監督

◎居宅サービス

・特定施設入居者生活介護
・特定福祉用具販売
・福祉用具貸与

訪問系
・訪問介護 ・訪問リハビリ
・訪問入浴 ・居宅療養
・訪問看護

通所系
・通所介護
・通所リハビリ

短期入所系
・短期入所生活
・短期入所療養

◎介護予防サービス

・介予特定施設入居者生活介護
・特定介護予防福祉用具販売
・介予福祉用具貸与

訪問系（全て介護予防とつく）
・訪問リハビリ・訪問入浴
・居宅療養 ・訪問看護

通所系（介護予防）
・通所リハビリ

短期入所系（介予防）
・短期入所生活
・短期入所療養

◎居宅介護支援

◎施設サービス
特養・老健・
療養型→介護医療院

◎地域密着型サービス

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護
・夜間対応型訪問介護
・小規模多機能型居宅介護
・地域密着型通所介護
・認知症対応型通所介護
・認知症対応型共同生活介護
・地域密着型特定施設入居者生活介護
・地域密着型介護老人福祉施設
・看護小規模多機能型居宅介護

◎地域密着型介護予防サービス

・介護予防小規模多機能型居宅介護

・介護予防認知症対応型通所介護

・介護予防認知症対応型共同生活介護

◎介護予防支援

介護保険サービスの種類
Ｐ１０



介護予防
・

日常生活
支援総合
事業
(新しい
総合事業)

介護予防・生活
支援サービス
事業

一般介護予防事業

訪問型サービス
（第１号訪問事業）

通所型サービス
（第１号通所事業）

その他の生活支援サービス
（第１号生活支援事業）

介護予防ケアマネジメント
（第１号介護予防支援事業）

・第１号被保険者の全ての者

・その支援のための活動に
関わる者

・要支援認定を受け
た者（要支援者）

・基本チェックリスト
該当者（介護予防・
生活支援サービス
対象事業者）

・市町村の補助によ
り実施される第１号
事業のサービスを
継続する居宅要介
護被保険者

・改正前の介
護予防訪問
介護相当

・多様な
サービス

・改正前の介
護予防通所
介護相当

・多様な
サービス

②介護予防普及啓発事業

③地域介護予防活動支援事業

④一般介護予防事業評価事業

⑤地域リハビリテーション活動支援事業

①介護予防把握事業

②訪問型サービスA（緩和した基準によるサービス）

①訪問介護

③訪問型サービスB（住民主体による支援）

④訪問型サービスC（短期集中予防サービス）

⑤訪問型サービスD（移動支援）

①通所介護

②通所型サービスA（緩和した基準によるサービス）

③通所型サービスB（住民主体による支援）

④通所型サービスC（短期集中予防サービス）

①栄養改善の目的とした配食

②住民ボランティア等が行う見守り

③訪問型サービス、通所型サービスに準じる
自立支援に資する生活支援（訪問型サービ
ス・通所型サービスの一体的提供等）

※ 上記はサービスの典型例として示しているもの。市町村はこの例を
踏まえて、地域の実情に応じた、サービス内容を検討する。

介護予防・日常生活支援総合事業（新しい総合事業）の構成 Ｐ１１



備前県民局
訪問型サービス 通所型サービス 生活支援サービス

現行相
当

緩和基
準

住民主
体

短期集
中

現行相
当

緩和基
準

住民主
体

短期集
中

配食
安否確
認

その他

岡山市 ○ ○ ー － ○ ○ ー ー － － －
玉野市 ○ ○ ○ － ○ ○ ー － － － －
備前市 ○ － ○ － ○ ○ ー ○ － － ー
瀬戸内市 ○ ○ ー － ○ ○ ー － － － －
赤磐市 ○ － ー － ○ ○ ー － － － －
和気町 ○ － ー 直営 ○ － ○ － － － －

吉備中央町 － ○ ー － － ○ ー － － － ○

備中県民局
訪問型サービス 通所型サービス 生活支援サービス

現行相
当

緩和基
準

住民主
体

短期集
中

現行相
当

緩和基
準

住民主
体

短期集
中

配食
安否確
認

その他

倉敷市 ○ － ー － ○ － ー ○ － － －
笠岡市 ○ － ー － ○ － ー ○ － － －
井原市 ○ ○ ー － ○ ○ ー － － － －
総社市 ○ － ○ － ○ ○ ー ○ － － －

高梁市 ○ ○ ー 直営 ○ － ○ － － － －

新見市 ○ － ○ － ○ － ー － － － －

浅口市 ○ ○ ー － ○ ○ ー － ○ － ○

早島町 ○ － ー － ○ － ー ー ○ － －
里庄町 ○ － ー － ○ ○ ー － ○ － －
矢掛町 ○ － ○ － ○ － ○ － － － ○

令
和
２
年
４
月
末
現
在



美作県民局
訪問型サービス 通所型サービス 生活支援サービス

現行相
当

緩和基
準

住民主
体

短期集
中

現行相
当

緩和基
準

住民主
体

短期集
中

配食
安否確
認

その他

津山市 ○ － ○ 直営 ○ ○ ー ○ － － －
真庭市 ○ ○ ー － ○ ○ ○ － ○ － －
美作市 ○ ○ ー － ○ ○ ー － － － －

新庄村 ○ ー ○ － ○ － ○ － － － －

鏡野町 ○ ー ー － ○ ○ ー － ○ － －

勝央町 ○ － ○ － ○ ○ ー ○ ○ ー －
奈義町 ○ － ー 社協 ○ ○ ○ － ○ － －
西粟倉村 － ○ ー － － ー ○ － ー － －
久米南町 － ○ ○ － － ー ○ ○ － － －
美咲町 ○ ○ ー － ○ ○ ○ － － － －

令和２年４月末現在



Ｈ１２ Ｈ１５ Ｈ１８ Ｈ２１ Ｈ２４

介護保険第３期 介護保険第４期介護保険第２期介護保険第１期

診療報酬

介護保険第５期

Ｈ２７ Ｈ２８

介護保険第６期

Ｈ３０

第一回介護支
援専門員試験

H10年

・担当件数
に上限なし
・減算規定
なし

・運営基準
の厳格化
・減算規定
設定
…暗黒の

時代に

【大改革】
・予防プラ
ンの分断
・主任
ケアマネ
導入
・ケアマネ
更新研修
導入

医療連携
など

加算項目
増加

新たな
運営基準

研修制度
や

総合支援
などの改革

介護保険制度見直しの変遷

診療報酬 診療報酬 診療報酬 診療報酬 診療報酬 診療報酬 診療報酬 診療報酬

介護支援
専門員の
在り方に
中間整理

地域包括
ケア

システム
推進

Ｐ１２



５ 2014年（H26)介護保険制度の改正のポイント

19

視点１ 地域包括ケアシステムの構築

視点２ 費用負担の公平化、重点化・効率化

地域包括ｹｱｼｽﾃﾑの構築に向けた地域支援事業の充実

①在宅医療・介護連携の推進

②認知症施策の推進

③生活支援サービスの充実・強化

④地域ケア会議の推進

①一定以上所得者の利用者負担を引上げ

②介護老人福祉施設の新規入所者を、原則要介護３以上に限定

③予防給付の訪問介護・通所介護を市町村が取り組む地域支援
事業に移行し、多様化

第1節 介護保険制度の創設の背景や基本理念 Ｐ１２



５ 2017年（H29)介護保険制度の改正のポイント

20

視点１ 地域包括ケアシステムの深化・推進

視点２ 介護保険制度の持続可能性の確保

①保険者機能の強化等による自立支援・重度化防止に向けた

取組の推進

②新たな介護保険施設の創設

③地域共生社会の実現に向けた取組の推進

①現役世代並みの所得のある者の利用者負担割合の見直し

②介護納付金における総報酬割の導入

第1節 介護保険制度の創設の背景や基本理念 Ｐ１２
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Ｐ１２～１３５ 2020年（R2)介護保険制度の改正のポイント
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Ｐ１２～１３５ 2020年（R2)介護保険制度の改正のポイント
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６ 介護保険制度の実施状況

第1節 介護保険制度の創設の背景や基本理念

国レベルと、都道府県レベル、
そして市町村レベルの実態を把握して、
自分の事業所がどの位置にあるのかを理解しておきましょう

Ｐ１４～１７



①65歳以上被保険者の増加
２０００年４月末 ２０２１年１０月末

第１号被保険者数 ２，１６５万人 ⇒ ３，５８８万人 １．６５倍

②要介護（要支援）認定者の増加
２０００年４月末 ２０２１年１０月末

認定者数 ２１８万人 ⇒ ６８９万人 ３．１６倍

③サービス利用者の増加
２０００年４月末 ２０２１年１０月末

居宅サービス受給者数 ９７万人 ⇒ ４０３．９万人 ４．１６倍

施設サービス受給者数 ５２万人 ⇒ ９５．０万人 １．８２倍

地域密着型サービス受給者数 － ８８．４万人

計 １４９万人 ⇒ ５８７．３万人 ３．９４倍

制度創設時から現在までの対象者・利用者の増加

○介護保険制度は、制度創設以来２１年を経過し、６５歳以上被保険者数が約１．６５倍に増
加するなかで、サービス利用者数は３．９４倍に増加。高齢者の介護に無くてはならないものと
して定着・発展している。

（出典：介護保険事業状況報告）
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今後の介護保険をとりまく状況
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○75歳以上人口は、介護保険創設の2000年以降、急速に
増加してきたが、2025年までの10年間も、急速に増加。

〇2030年頃から75歳以上人口は急速には伸びなくなるが、
一方、85歳以上人口はその後の10年程度は増加が続く。

75～84歳

85歳～

20～39歳

65歳～（第１号被保険者）

（資料）将来推計は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（平成24年1月推計）出生中位（死亡中位）推計
実績は、総務省統計局「国勢調査」（国籍・年齢不詳人口を按分補正した人口）

（万人） （万人）

40～64歳（第2号被保険者）

○保険料負担者である40歳以上人口は、介護保険創設の
2000年以降、増加してきたが、2021年をピークに減少す
る。



出典：社会保障人口問題研究所将来人口推計及び介護給付費実態調査（平成24年11月審査分）

年齢階層別の要介護認定率（推計）

○ 要介護（支援）認定率は、年齢とともに上昇し、８５歳～８９歳では約半数が認定を受けているが、一号被保険者全体で
認定を受けている率は、約１８％程度である。

○ 後期高齢者医療での受診率は９６．９％であるのに対し、７５歳以上の要介護（支援）認定率は３１％となっている。

3% 6%
14%

29%

50%

71%

84%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

65～69 70～74 75～79 80～84 85～89 90～94 95歳以上

協会（一般） 84.8%
組合健保 85.0%

国民健康保険 84.0%
後期高齢者医療 96.9%

（資料）平成２２年度 医療給付実態調査

【参考】平成22年度１年度間において、入院、入院外又は歯科のいずれか１医療機関以上で診療を受けた者
（合計）の割合

65歳以上の認定率:１８％

75歳以上の認定率：３１％



65-69 70-74 75-79 80-84 85-89 90-94 95以上

男性 2.8% 3.9% 11.7% 16.8% 35.0% 49.0% 50.6%

女性 3.8% 4.9% 14.4% 24.2% 43.9% 65.1% 83.7%

全体 2.9% 4.1% 13.6% 21.8% 41.4% 61.0% 79.5%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

年齢階級別の認知症有病率

厚生労働科学研究費補助金認知症対策総合研究事業
「都市部における認知症有病率と認知症の生活機能障害への対応」（平成21～24）
総合研究報告書より、認知症・虐待防止対策推進室にて数字を加筆

研究代表者朝田隆（筑波大学医学医療系）



岡山県の状況



岡山県の人口の推移
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年少人口（0～14歳） 生産年齢人口1（15～39歳）

生産年齢人口2（40～64歳） 高齢者人口（65歳以上）

後期高齢者人口（75歳以上＝再掲） 高齢者割合

後期高齢者割合

1,681,383人

1,921,525
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岡山県第８期介護保険料が決定しました

岡山県の平均
6271円
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令和３年 第８期岡山県介護保険事業支援計画より
（令和２年１０月１日現在）
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令和３年 第８期岡山県介護保険事業支援計画より

（厚生労働省「介護保険事業状況報告（月報）」令和2（2020）年3月末）
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介護保険事業の施行状況
令和３年７月
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１ ケアマネジメント導入の意義

43

第２節 ケアマネジメント導入の意義と介護支援専門員の役割

〇介護保険制度の３つの基本理念を実現するために
必要な支援ツール。

〇利用者・家族だけで情報を収集し、サービスを選択し、
ふさわしいサービスを利用していくことは容易ではな
い。

〇また、利用者・家族が気づかない「真の解決すべき
課題」を探り、解決に向けて提案する機能が必用。

〇利用者の立場に立ってサービスを調整し、利用者の
状況にふさわしい適切なサービスを確保し、利用者
のQOLの維持・向上を目指す仕組として、ケアマネジ
メントが導入された。

Ｐ１８



２ ケアマネジメントの定義等

44

第２節 ケアマネジメント導入の意義と介護支援
専門員の役割

①居宅介護支援

②施設における施設サービス計画の作成、サービスの
利用援助及び施設サービス計画の実施状況の把握

③介護予防支援

④総合事業の第1号介護予防支援事業

（介護保険法の条文には、ケアマネジメントという用語は用いられていない。）

Ｐ１８～Ｐ２０



第１ 改正の趣旨
介護保険法（平成９年法律第123号）第115条の45第１
項第１号に規定する第１号事業（以下「第１号事業」とい
う。）の対象者について、介護保険法施行規則の一部を
改正する省令（令和２年厚生労働省令第176号）により、
令和３年４月１日から、第１号事業における補助により実
施されるサービス（住民主体のサービス）を継続的に利
用する要介護者が追加される。
これに伴い、介護給付を受けながら住民主体のサービ
スを利用する要介護者については居宅介護支援事業所
がケアマネジメントを行う一方、介護給付を受けなくなり、
住民主体のサービスのみを利用する要介護者について
は地域包括支援センターが介護予防ケアマネジメントを
実施することとなるため、地域包括支援センターがその
費用を請求するための様式において、対象となる被保険
者の区分に要介護者を追加する。

第２ 改正の内容
地域包括支援センターが介護予防ケアマネジメント費
を請求するための明細書中被保険者に係る区分に要介
護者を追加する。

第３ 施行期日
改正省令は、令和３年４月１日から施行する。



３ ケアマネジメントの基本的理念と意義

46

①法第1条：利用者の尊厳の保持、自立支援

②法第7条：介護支援専門員の定義

③法第69条の34～37：介護支援専門員の義務等

④法第69条の39：介護支援専門員の登録の消除

第２節 ケアマネジメント導入の意義と介護支援
専門員の役割

Ｐ２１～Ｐ２２



介護支援専門員の義務
（法第69条の34～37）

①公正・中立の業務

②基準遵守の義務

③資質向上の義務

④専門員証の不正使用防止、名義貸し禁止

⑤信用失墜行為防止義務

⑥秘密保持義務
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第５節 介護サービスの利用手続き

１ 介護サービス利用手続き概要

市町村が被保険者の心身の状態に照らし、サービスの対象に
なるかどうかを判断する（保険事故に該当するかどうかの判断）

要介護１～５：介護給付のサービス

要支援１・２：予防給付のサービス
総合事業のサービス

基本チェックリスト該当者
総合事業のサービス（事業対象者）

要介護・要支援認定

基本チェックリスト

非該当

Ｐ３１、４３
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・介護療養型医療施設

○居宅サービス
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・通所介護 ・短期入所 など
○地域密着型サービス
・定期巡回・随時対応型訪問介護看護
・小規模多機能型居宅介護
・夜間対応型訪問介護
・認知症対応型共同生活介護 など

○一般介護予防事業
（※全ての高齢者が利用可）

・介護予防普及啓発事業
・地域介護予防活動支援事業
・地域リハビリテーション活動支援事業など

要介護１

要介護５

～

○介護予防サービス
・介護予防訪問看護
・介護予防通所リハビリ
・介護予防居宅療養管理指導 など
○地域密着型介護予防サービス
・介護予防小規模多機能型居宅介護
・介護予防認知症対応型通所介護 など

○介護予防・生活支援サービス事業
・訪問型サービス
・通所型サービス
・生活支援サービス
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護
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介護サービスの利用の手続き
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※明らかに要介護認定が必要
な場合
※予防給付や介護給付による
サービスを希望している場合

サービス
事業対象者

総
合
事
業

※明らかに介護予防・生活支援サービス事業の対象外と判断できる場合

(サービス
事業対象者)

※予防給付を利用

※事業のみ利用
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利用者（被保険者）

市町村の窓口

主治医意見書 認定調査

基本調査

一次判定

特記事項

（訪問調査の際に調査
項目に関連して聞き
取ってきた事項）

二次判定（介護認定審査会による審査・判定）

要介護認定

申請書の提出

第５節 介護サービスの利用手続き Ｐ３２～Ｐ４１
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３ 介護サービス等の利用の申し込み
①現物給付に必要な手続き
利用者が居宅サービス計画作成依頼（変更）届出書
を市町村に提出（介護支援専門員の代行可）

②居宅サービス計画に組み込まれたサービスは、利用
者とそれぞれのサービス事業所が契約をする。

③介護保険施設や特定施設入居者生活介護、認知症
対応型共同生活介護（認知症グループホーム）など
の居住系のサービスは、利用者が直接利用申し込み
をして契約する。

第５節 介護サービスの利用手続き Ｐ４１～Ｐ４３



確認すべき書類（証）
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入院時における連携促進（運営基準改正）

３ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護

支援の提供の開始に際し、あらかじめ、利用者又
はその家族に対し、利用者について、病院又は
診療所に入院する必要が生じた場合には、介護
支援専門員の氏名及び連絡先を当該病院又は
診療所に伝えるよう求めなければならない。



• ケアマネジメントはアセスメントから始まる

• 予後予測を見通す力が必要

• 生活課題に対する生活目標を定める重要性

• その上で目標を達成するサービスの選択

• 選択の主体は利用者である
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第６節 介護サービス計画等の重要性

１ 課題分析における生活課題の明確化

Ｐ４４～
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２ 介護保険施設の計画担当介護支援専門員の責務

○在宅復帰の視点

○身体的拘束等に関する記録

身体的拘束等の適正化を図るため、居住系サービス
及び施設系サービスについて、身体的拘束等の適
正化のための指針の整備や、身体的拘束等の適正
化のための対策を検討する委員会の定期的な開催
などを義務づけるとともに、義務違反の施設の基本
報酬を減額する。

第６節 介護サービス計画等の重要性
Ｐ４６～Ｐ４７
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１ 保険給付
（１） 介護給付の内容

・居宅介護サービス費
・地域密着型介護サービス費
・居宅介護福祉用具購入費
・居宅介護住宅改修費
・居宅介護サービス計画費
・施設介護サービス費
・高額サービス費
・高額医療合算介護サービス費
・特定入所者介護サービス費

第７節 保険給付及び給付管理のしくみ
Ｐ４９
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第７節 保険給付及び給付管理のしくみ

（２）利用者の自己負担

○保険給付の対象となる介護サービス費用の範囲は
法令で決められている。
（居住・滞在費、食費、個人の生活用品費等は給付の
対象外なので、利用者が負担することが原則）

○保険給付の割合は、原則9割で、
一定所得がある場合は8割又は7割となるので、
利用者の自己負担は1割～3割となる。
※自己負担額が一定額を超えると高額サービスの対象に該当

○ただし、居宅介護サービス計画費は、自己負担がなく
全額保険給付される。

Ｐ４９
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２ 介護報酬
（１）介護報酬とは

○介護サービスを提供した事業所・施設に市町村が支
払う対価

（２）介護報酬の算定方法

○国の告示で「介護給付費単位数表」により、サービス
の種類ごとに詳細な算定基準を定めている。

○介護報酬は「単位」で表し、1単位の単価は、人件費
の相違を考慮し、地域によって異なっている。

○介護報酬には、政策的意図を反映するため、加算・
減算が設定されている。

第７節 保険給付及び給付管理のしくみ
Ｐ５０～Ｐ５１
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３ 支給限度額

○支給限度額とは、要介護度別に必要なサービス量を想
定して、介護給付の上限となる単位数を示したもの。
（例）要介護１：16,692単位

〇支給限度額の対象となるサービスの種類は、居宅サー
ビス計画の対象となる訪問・通所系、短期入所系、福
祉用具貸与サービスである（居宅療養管理指導を除く）。

〇また、支給限度額の対象となる加算と対象にならない
加算があることに留意する必要がある。

第７節 保険給付及び給付管理のしくみ
Ｐ５２～Ｐ５３
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４ 給付管理
○給付管理業務の必要性は、
①サービス利用には利用者の自己負担が伴うこと
②介護給付には上限（支給限度額）が設定されていること

③居宅サービス計画と個別サービス計画の整合性をチェッ
クする仕組みになっていること、の3点である。

〇具体的な給付管理業務の流れ
（注）給付管理については、実習で学ぶべき課題になって

いるので、実習時に実際の流れを確認すること。

第７節 保険給付及び給付管理のしくみ
Ｐ５４～５６
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第８節 継続学習の必要性と具体的な学習方法

１ 介護支援専門員の義務
〇介護保険法第69条の34第3項

２ 具体的な学習方法
・ 担当事例の振り返り
・ 主任介護支援専門員によるスーパーバイズ
・ 同行研修制度の活用
・ 事例検討会等への参加
・ 地域ケア会議等の活用
・ ネットワークの活用

Ｐ５８～Ｐ５９
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第８節 継続学習の必要性と具体的な学習方法

１ 介護支援専門員の義務
〇介護保険法第69条の34第3項

２ 具体的な学習方法
・ 担当事例の振り返り
・ 主任介護支援専門員によるスーパーバイズ
・ 同行研修制度の活用
・ 事例検討会等への参加
・ 地域ケア会議等の活用
・ ネットワークの活用

Ｐ５８～Ｐ５９
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振り返り と まとめ

〇介護保険制度の枠組みにおける介護支援専門員の

位置付け

〇介護保険制度の三つの基本理念、自立支援の四つ

のポイントと介護支援専門員の役割

〇サービス利用手続き

〇保険給付及び給付管理の仕組み

〇継続的学習の必要性


